
1

AA A B C D

Ａ （極めて順調又は高い成果）

C

D

組合包括保険制度の抜本的な見直しなどの商品性の改善

が進められ、サービスの向上等各項目にわたり高い成果を

上げており、また、債権回収で極めて高い成果を上げた。こ

のような業務の質の向上と業務運営の効率化を両立させた

点や、貿易保険利用者の評価も高位安定している点から見

て、今年度の総合評価はＡとする。

１．総合評定

各項目の評定

総合評定のポイント

日本貿易保険日本貿易保険 平成１７年度業績評価平成１７年度業績評価

経済産業省独立行政法人評価委員会

商品性の改善

サービスの質

財務内容

業務運営の効率化

サービスの向上

ニーズ把握・反映

重点的政策
分野への戦
略化・重点化

民間参入の円滑化

業務運営の効率化

次期システム

債権管理・

回収強化

（H13：Ｂ(Ａ)、H14：Ａ、H15：Ａ、H16：Ａ）
(注)

（注）平成１３年度評価は、Ａ～Ｅの５段階評価。
（ ）内は、次年度以降のＡＡ～Ｄの５段階評価に置き換えた場合の
評価を記載（以下のページで同じ）
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１．サービスの質の向上

Ａ （極めて順調又は高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

貿易保険利用者の選択肢を拡大し、民間保険会社の利用も可能とする組合包括保
険の付保選択制、リスク実態に合わせた保険料率体系等、懸案であった包括保険制度
の抜本的な見直しについては、平成１９年度導入に向けて見直し案を策定し、平成１７
年度中に公表するとともに、貿易保険利用者への説明会を開催している。また、外貨建
て割増料率の廃止、海外現地法人向け貸付に対する信用付保の開始、中小企業輸出
代金保険の販売開始等、貿易保険利用者ニーズを反映しつつ意欲的に貿易保険商品
の改善が図られていることから、今年度評価はＡとする。なお、今後とも、貿易保険利用
者からの要望を踏まえ、不断の商品性の改善に取り組んでいく必要がある。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

１．利用者ニーズの把握のために実施したヒアリング結果を踏まえ、組合包括保険にお
ける付保選択制の導入、リスク実態にあわせた保険料体系の見直しを行い、見直し案の
利用者への説明及び見直しに伴う関連規程改正案等をホームページで公表。

２．平成１７年４月に中小企業の輸出取引ニーズに合わせて設計した「中小企業輸出代
金保険」の販売を開始（１７年度中に１６８件引受）。また、平成１７年１０月から、欧米ＥＣ
Ａでのドル建て案件に対する対応を踏まえた外貨（ドル）建割増料率の廃止、我が国企業
の海外現地法人に資金調達の自立化の動きがあることを踏まえ海外現地法人向け貸付
について非常危険に加え信用危険も付保の対象にする等の制度見直しを実施。

１．組合包括保険制度の抜本的見直し

付保選択制の導入、保険料体系の全般的
な見直しの枠組みを平成１７年度中に策定
する。

２．現行保険商品の見直し

保険商品性の改善、新商品の開発・提供
（特に中堅・中小企業の輸出促進に資する
利便性の高い商品を平成１７年度中に提供）
を行うこと。

（１）商品性の改善

〔ニーズの変化に対応したてん補リスクの質量拡大〕
（H13：Ｂ(Ａ)、H14：Ａ、H15：Ａ、H16：Ａ）
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１．サービスの質の向上

Ａ （極めて順調又は高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

保険料体系及び少額保険金請求書類の簡素化、再保険ネットワークによる手続きの
ワンストップ化により、貿易保険利用者の手続きの負担軽減が図られている。また、信
用リスクに係る保険金の平均査定期間５７日と中期目標（６０日以下）を上回る実績を上
げるとともに、専門知識のデータベース化等により貿易保険利用者からの相談に係る対
応日数も全てのケースで目標を超える成果を達成し迅速化が図られている。民間企業
の水準と比較してやや当然の水準との意見もあるが、地道な努力が貿易保険利用者か
ら高い評価を得ている点は評価できることから、今年度評価はＡとする。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

1.①海外事業資金貸付保険の保険料算定方法の簡素化、②企業総合保険の保険申込
みＯＣＲシート記入の簡便化、③３００万円以下の少額保険金請求案件の提出書類の省
略化等を実施し、利用者負担を軽減。

２．貿易保険利用者からの問い合わせに対する回答期限目標を全て達成又は目標を上
回る成果。また、信用リスクに係る保険金の平均査定期間は５７日と年度目標（６０日以
下）を達成。
【回答期限目標と達成状況】
○保険料の算出照会（目標：翌営業日→即日回答）
○保険契約申込書の不備連絡（目標：５営業日以内→直ちに連絡）
○具体的な案件に係る制度照会（目標：５営業日以内→達成） 等

３．制度改正、財務諸表、年次報告書等をホームページに掲載、情報公開及び個人情報
保護に関する規定を整備。

４．貿易保険利用者から問い合わせ・要望等をデータベースで管理し、迅速な処理、制
度・運用への反映等を実施。

１．利用者の負担軽減
引受申請等手続きの合理化、簡素化を進
め利用者の負担軽減を図ること。

２．意思決定・業務処理の迅速化
意思決定及び業務処理方法の改善を行う
ことにより各業務処理の迅速化を図る（信用
リスク保険金査定期間６０日以下等）。

３．業務運営の透明化とコンプライアンスの
徹底
事業の公正かつ透明な実施の確保のため
情報公開を行うとともに、コンプライアンス、
情報管理の徹底に努める。

４．利用者の意見を常に聴取し、サービス向
上に努める。

（２）サービスの向上

（H13：Ｂ(Ａ)、H14：ＡＡ、H15：ＡＡ、H16：ＡＡ）
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１．サービスの質の向上

Ａ（極めて順調又は高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

平成１７年度計画に盛り込まれた項目について、次の実績のとおり高い成果を上げていると評価できることから、
今年度評価はＡとする。
○ホームページの拡充、メールマガジンによる情報発信がされていること
○潜在的ニーズの発掘のための提案型営業、委員会等の場を通じた貿易保険利用者のニーズ把握に努めたこと
○バイヤー格付の精度向上のため、統計手法を用いた格付判定モデルを策定したこと
○銀行向け中長期案件用スコアリングモデルを充実させるため、定性・定量評価の業務フロー等を策定したこと
○専門能力をもったプロパー職員の雇用、能力向上のための研修の実施等に取り組んだこと 等

なお、今後、更なるリスク分析の高度化に向け専門能力を有する職員の確保・育成を図り、こうした取組が貿易保険
利用者へきちんと伝わるよう利用者とのコミュニケーション・広報等の一層の対応が必要である。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

１．メールマガジンの発信による貿易保険関連情報の提供、利用者要望に沿って各種手続きの様
式を効率的に記入可能な様式に変更するとともにホームページに掲載。また、貿易保険の潜在
的な利用者ニーズを把握・発掘するため３６５社に対し提案型営業を実施。他に貿易保険制度に
関する各種説明会等を開催。

２．平成１７年６月、輸入者の与信枠拡大、輸入者の格付けの精度向上のため統計手法を用いた
新たな格付判定モデルを策定。平成１７年４月にこれまでの事故状況に鑑み、貿易一般保険及び
貿易代金貸付保険（２年未満）並びに製造業用限度額設定貿易保険のＡカテゴリー国向け保険
料率の引き下げを実施。

３．国際金融業務等に専門性を有する経験者の中途採用、コーポレートファイナンス・英語・財務
分析・貿易実務等の個別研修を開催（延べ５７名が受講）。また、貿易保険業務の事例研究会、
経営課題の認識共有のための研修等も実施。

１．広報・普及活動とニーズの把握・反映
広報・普及活動を積極的に展開し、潜在的な利
用者の発掘を図るとともに、利用者のニーズを
的確に把握・反映する。

２．リスク分析・評価の高度化のための体制整備
リスクの分析・評価の体制を一層整備するとと
もに、リスク評価に見合った保険料率の設定に
努める。

３．専門能力の向上
専門能力を有する人材の登用や能力開発を実
施する。

（３）利用者のニーズの把握・反映やリスク分析・評価の高度化のための体制整備

〔ニーズの変化に対応した
てん補リスクの質量拡大〕
（H13：Ｂ(Ａ)、H14：Ａ、
H15：Ａ、H16：Ａ）
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１．サービスの質の向上

Ａ （極めて順調又は高い成果）

AA A B C D

評定のポイント
中期目標で示された重点分野について全体としては、我が国の通商政策、産業政策、資源・エネルギー政策
等に沿って次の実績を上げている。
○カントリー・リスクの高い国の引受方針の緩和
○アジアにおける現地通貨建債券市場の育成のためのアジアボンド制度の拡充
○日系企業の輸出拡大のためのアジア再保険ネートワークの活用
○資源・エネルギーの安定供給確保に資する引受の拡大
○中堅・中小企業の国際展開の支援のための中小企業輸出代金保険の販売開始及び引受
○航空機分野での再保険の引受
○コンテンツ等のサービス分野案件の引受 等
こうした重点的政策分野への取組みに当たっては、適切なリスク管理体制を構築しつつ積極的に審査する方

針で臨み政策協力を実現している。また、中小企業向け保険の引受も大きな実績を上げていること等から、今
年度評価はＡとする。なお、今後とも資源・エネルギー、環境社会への配慮等の重点政策分野への戦略化・重
点化を進める観点から、当該分野への取組みを貿易保険利用者に的確に伝える必要がある。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

①アフリカへの貿易・投資の促進のためモザンビーク、ガーナ、モーリタニア、アンゴラ及び赤道
ギニアの貿易保険引受方針を見直し。

②アジア現地通貨債券市場育成のためのアジアボンド保険の制度の拡充、アジア進出日系企業
の輸出拡大のためのアジア再保険による保険の引受。

③中小企業輸出代金保険の販売を開始し、平成１７年度は１６８件を引受。

④エネルギー資源の安定確保に資するため、平成１７年度は石油、金属資源、ウラン資源等案件
を引受。

⑤現地調査を伴う環境審査範囲を拡大するとともに、環境コンサルタントを有効活用。

⑥アニメーションの輸出案件の引受、我が国重工メーカーが米国航空機メーカーと共同開発した
航空機販売を支援するための米輸銀の保証に対する再保険引受、農産物輸出促進のための農
産品輸出に対する保険の引受を実施。

国の通商政策、産業政策、資源エネルギー政
策等との密接な連携に努め、中でも次に掲げる
政府として重点的取り組むべき分野について、
一層戦略化・重点化を図る。

①カントリー・リスクの高い国への対外取引の円
滑化
②経済連携強化に向けた取組
③中堅・中小企業の国際化への支援
④資源・エネルギーの安定供給確保に向けた取
組の強化
⑤環境社会への配慮
⑥サービス分野その他の分野

（４）重点的政策分野への戦略化・重点化

（ 新項目 ）
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１．サービスの質の向上

Ａ（極めて順調又は高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

民間保険会社の参入実績は未だ低いが、貿易保険販売業務の民間保険会社への委
託先の拡大（３社から６社に）、委託販売対象保険種の拡充（２種から４種に）を図り、貿
易保険商品に関する情報・ノウハウの提供・共有を積極的に推進している。また、組合
包括保険の付保選択制の導入についても平成１７年度中に制度見直し案を策定・公表
したことにより、民間保険会社及び貿易保険利用者が時間的余裕を持って民間保険会
社の商品と日本貿易保険の商品を比較することができ貿易保険利用者の選択肢の拡
大に寄与している。さらに、販売委託先の民間保険会社へのヒアリングでも日本貿易保
険の取組に対して満足度が高いと回答しているところから、今年度評価はＡとする。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

１．現行の貿易保険商品・保険料体系を抜本的に見直すとともに、平成１９年４月組合
包括保険における付保選択制の導入を決定し、平成１８年３月制度見直し等を公表。

２．貿易保険利用者との関係で問題にならない範囲で、民間保険会社への業務委託を
通じて貿易保険商品に関する情報・ノウハウを提供。平成１７年度は委託保険会社を３
社から６社に追加するとともに、委託対象保険種を２種から４種に拡大。また、ノウハウ
の提供が円滑に行われるように貿易保険制度の説明会を開催。

１．利用者の選択肢の拡大のための商品の
柔軟性向上
保険利用者が民間保険会社が提供する保
険商品を利用することが可能となるよう組合
包括保険の付保選択制を導入に向けた検討
を行う。

２．民間保険会社に対する情報・ノウハウの
提供
貿易保険利用者との関係で問題とならない
範囲で貿易保険商品に関する情報・ノウハウ
の提供が円滑に行われるよう配慮する。

（５）民間保険会社による参入の円滑化

（ 新項目 ）
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２．業務運営の効率化

Ａ （極めて順調又は高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

チーム制の導入、業務委託の拡大を進めて業務運営の効率化に取り組むとともに、
個々の業務費支出の精査を実施した結果、平成１７年度の業務費は平成１６年度に比
して４．７％の削減を達成。中期目標期間の最終年度において平成１６年度の実績と比
較して１０％以上削減が目標値であることと比較しても、初年度として高い実績を残した
と言えることから、今年度評価はＡとする。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

１．平成１７年度の業務費は、各業務の徹底した見直し・効率化を進めた結果、平成１
６年度に比べ４．７％減。人件費については、新人事制度の構築の中で、専門性の向
上を図りつつ、人件費抑制を図るべく検討を開始。また、意思決定、業務処理の迅速
化を図るため、営業第二部の組織を５つのチーム体制に変更。

２．民間金融機関等への委託を通じ業務運営の効率化を図るため、これまでの損害
保険会社３社に加え、新たに損害保険会社３社及び銀行との間で業務委託契約を締
結するとともに、業務委託の対象となる貿易保険商品を拡大。

１．既存業務の見直し、効率化を進めるととも
に、人件費を含めた業務費については、段階
的に削減し中期目標期間の最終年度（２００８
０年度）において、２００４年度の実績に比較し
て１０％を上回る削減を達成する。

２．民間機能の一層の活用を通じて業務運営
の効率化に取り組む。

（１）業務運営の効率化

（H13：Ｂ(Ａ)、H14：Ａ、H15：Ａ、H16：Ａ）
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２．業務運営の効率化

Ｂ （順調）
AA A B C D

評定のポイント

当初の開発計画と比較すれば、稼働時期を遅らせることとなり、この遅れについて貿
易保険利用者からの指摘もある。しかしながら、かかる対応は銀行システムの過去の例
からしても、慎重かつ入念な作業を行い、貿易保険利用者との関係について万全を期
すための措置として理解できること、中期目標に沿って平成１８年の稼働開始に向けて
効率的な開発を継続していることから、今年度評価はＢとする。なお、今後の開発スケ
ジュール管理、貿易保険利用者への十分な説明に留意する必要がある。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

２００６年中の稼働開始が確実に行われ、貿易保険利用者との関係について万全を
期すため、これまでのシステム開発の進捗状況を総点検するとともに、現行システムの
移行がスムーズに行えるよう実データを用いてデータ移行検証を実施。

情報システムの最適化を図るため、第一期
中期目標期間中に着手した次期システム開
発を、２００６年の稼働開始に向けて推進す
る。

（２）次期システムの効率的な開発及び円滑な運用

（H13：Ｃ(Ｂ)、H14：Ｂ、H15：Ａ、H16：Ａ）
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３．財務内容の改善

評定のポイント

リスク・マネージメントの強化、大型事故がなかったこと、大型の債権回収が進んだこと
などにより、経常損益４１億円、総資産３，９６５億円を計上し、財政基盤の一層の充実
がされている。

経済産業省独立行政法人評価委員会

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

業務の効率化、リスク・マネージメントの強化を実施。また、財務基盤の充実のため
余裕金を国債等の資産運用にあて、利金収入は約９億円を計上。この結果、経常利益
４１億円を達成。

長期的な収支相償を実現するため、財政
基盤の充実に努める。

（１）財務基盤の充実

－＋

○

（２）債権管理・回収の強化

ＡＡ （極めて順調・非常に高い成果）
AA A B C D

評定のポイント

特に信用事故に係わる債権回収実績率は６２．９％（平成１６年度２１．１％）と大幅に
上昇し、中期目標（２０％）を大幅に上回る実績を上げている。また、平成１７年度の非常
事故債権回収金実績は前年度の２．４倍を示していることもあり、今年度の評価はＡＡと
する。

主な中期目標・計画上の指標 平成１７年度の実績及び評価

１．保険事故債権の適切な管理及び回収の
強化

２．信用事故に係る債権の回収率の向上

１．２００５年度の回収金収入は、非常事故に係る長期延滞債権の回収の実現を図り、
前年度比２．４倍。

２．信用事故に係る回収実績率は、６２．９％（前年度２１．１％）と、中期目標の２０％を
大幅に上回った。

（H13～H16：＋）

〔回収の強化〕
（H13：Ｂ(Ａ)、H14：Ａ、H15：Ａ、H16：Ａ）
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財務諸表（貸借対照表）

経済産業省独立行政法人評価委員会

（百万円 ）
平成 18年 3月 31日
現在

平成 17年 3月 31日
現在

資産 ３９８，５８８ ２４１，２９２
　現金及び預金 ４２，７９５ ４８，０８６
　有価証券 １１４，０３１ ７５，４１１
　保険代位債権等 ４５３，７６９ ３３１，５７３
　未収収益 ９０，８０３ １３５，８５９
　再保険貸 ４９９ ７２１
　貸倒引当金 △ ３１６，５６６ △ ３６３，９４７
負債 ７２，４５８ ４２，３８４
　支払備金 ９１ １７４
　責任準備金 １２，０４９ １０，０４１
　再保険借 ５，２６７ １１，６８１
　預 り金 ９，７０２ ８，９１２
　前受保険料 ７，９１７ ５，９３７
　未払金 ３７，０１２ ４，７６２
資本 ３２６，１３１ １９８，９０８
　資本金 （政府出資金 ） １０４，３５２ １０４，３５２
　資本剰余金 １４０，６５２ ４５，３８６
　利益剰余金 ８１，１２７ ４９，１６９
　（積立金 ） ２４，５８５ ４３，６７７
　（当期未処分利益 ） ５６，５４２ ５，４９２
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財務諸表（損益計算書）

経済産業省独立行政法人評価委員会

（百万円）

平成18年3月31日
現在

平成17年3月31日
現在

経常収益 １１，５８５ ９，３４６

　保険引受収益 ９，６７１ ８，５７３

　　正味収入保険料 ９，５８６ ８，５７１

　　支払備金戻入額 ８３ ２

　資産運用収益 １，１７９ ６０７

　　有価証券利息 ９０５ ５６７

　為替差益 ７２０ ６

　その他 １５ １５９

経常費用 ７，５４４ ７，０２７

　保険引受費用 ２，０６３ ２，１１７

　　正味支払保険金 ７４ ７５

　　責任準備金繰入額 ２，００８ １，９８０

　事業費及び一般管理費 ５，４７６ ４，８９７

　その他 ５ １３

経常利益 ４，０４１ ２，３１９

特別利益 ５３，８７９ １６，３７５

　被出資債権等に関する利益 １８，５５４ １５，８８９

　被出資債権等に関する貸倒引当金戻入額 ３５，３２５ －

特別損失 １，３７８ １３，２０２

　貸倒引当金繰入額 － １１，２１４

特別損益 ５２，５０１ ３，１７３

当期総利益 ５６，５４２ ５，４９２

経
常
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部


